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宮城県

１　被害防除対策 １　被害防除対策
(1) (1)

(2) (2)

(3) (3)

(4) (4)

(5) (5)

(6) (6)

令和５年度ツキノワグマ管理事業実施計画の実績と評価

Ｒ５計画 評価

　市町村における被害防止体制整備への支援、指導を行う。

　被害防止資材設置に活用できる補助事業をホームページや各
種関連会議等で周知し、実施を支援する。

Ｒ５実績

鳥獣被害防止総合対策交付金により、12事業実施主体における
有害捕獲活動、わなの購入及び侵入防止柵の設置等を補助し
た。
（気仙沼市、白石市、大崎市、蔵王町、七ヶ宿町、川崎町、松島
町、利府町、大郷町、大衡村、色麻町、加美町）

剥皮防護資材設置の支援実績は無かったが、皮剥ぎ被害の情報
収集や森林所有者への相談対応を行った。

農山漁村なりわい課
農作物被害の軽減
に向け、引き続き交
付金の活用により、
被害防止体制整備
や対策等について支
援する。

森林整備課
　引き続き情報提供や
相談対応を行う。

　出没位置及び人身被害の情報収集及びホームページでの情報
提供を行う。
Googleマップを利用した出没位置の可視化を行う。

　市町村等を介し、農林業者に対し電気柵設置や設置後の適切
な管理について指導を行う。

　県内を５地域に区分し、そのうち１地域についてカメラトラップによ
るツキノワグマの個体数推定を行うとともに、他の４地域については
過去の推定個体数、捕獲数と自然増加率から個体数を算出し、県
全体の個体数を推定する。

　緊急時の捕獲許可権限の移譲を希望し、かつ、体制の整ってい
る市町村へ許可権限移譲を進める。

　出没位置の情報収集及びホームページ上での情報提供を行っ
た。
　Googleマップを利用して出没位置の可視化を行い、出没位置の
一覧表と併せてホームページ上で公開した（令和5年度出没情報
ページの閲覧数1,394,552回（R5.4.1～R6.6.30）

　被害防除に向け、電気柵等の適切な管理だけでなく、誘引物の
除去や、出没リスク分析のため、集落点検の重要性等について指
導を行った。

委譲希望はなかった。

　県内2箇所（仙台市及び大和町）で合計50台のカメラトラップを設
置し、県内のツキノワグマ個体数推定を行った。
（令和5年度末推定個体数3,380頭（95％信頼区間2,109～5,370））

自然保護課
　閲覧回数も多く、一般
県民の関心も高いの
で、引き続き情報提供を
行っていく。

自然保護課
　捕獲は被害対策で防
ぎきれない場合のやむ
を得ない手段であり、継
続して指導していく。

自然保護課
　当該調査結果及び委
員会での審議結果を基
に、次期ツキノワグマ管
理計画の基礎データと
して活用する。

自然保護課
　今後も希望する市町
村と調整を行いながら、
移譲を進めていく。
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２　個体数管理 ２　個体数管理
(1) (1)

３　生息環境管理 ３　生息環境管理
(1) (1) 農山漁村なりわい課

(2) (2)

(3) (3)

　県内のツキノワグマ捕獲状況を毎月管理し、第四期宮城県ツキノ
ワグマ管理計画に基づく捕獲上限数（４７０頭）に達した場合や達
するおそれがある場合、個体数水準を維持するための狩猟自粛要
請について検討する。

　農作物被害防止対策に関する研修会の開催等により、農地周辺
の環境整備を推進する。 集落ぐるみの鳥獣被害対策モデル事業等により研修会を開催し、

環境整備の重要性を周知しながら対策の推進を図った。

・各種補助事業により、間伐や更新伐を支援し、針葉樹人工林の
広葉樹導入を促し、多様性に富んだ森林環境の造成を進めた。

　東北森林管理局によるブナの結実予測は大凶作であった（豊
作・並作・凶作・大凶作の4段階）。
　県独自にブナとミズナラの豊凶調査を実施し、結実結果はブナ、
ミズナラとも凶作であった（豊作・並作・凶作の3段階）。

　針広混交林化や広葉樹林化など多様性に富む森林環境を醸成
する取組を支援するため、活用できる補助事業の周知及び実施を
支援する。

　生息環境の変化がツキノワグマに与える影響を把握するための
基礎資料として、樹木の結実状況等を林業技術総合センターや森
林管理署等の協力を得て調査し、結果を基に出没傾向の予測を
行う。

　県内のクマ出没情報をgoogleマップで地図化すると共に、平成21
年度以降の人身被害位置図と併せてホームページ上で公開した。
・県内出没件数：1,357件
・人身被害件数：3件（3人）
・捕獲頭数：251頭（うち錯誤捕獲件数146頭）

環境整備の推進に
ついて、引き続き地
域の取組を支援す
る。

自然保護課
　今後も各種データを蓄
積していくと共に、出没
情報や人身被害情報の
周知・広報に努めてい
く。

自然保護課
　県独自のツキノワグマ
出没予測が可能となるよ
う、引き続き調査を継続
していく。

森林整備課
引き続き、補助事業
等の周知を図り、多
様性に富む森林環
境の造成を支援して
いく
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４　その他 ４　その他
(1) (1)

(2) (2)

(3) (3)

　ｲ 　ｲ

林業振興課(4) 　森林所有者等に対しスギ等壮齢木の皮剥ぎ被害及びその対策
の情報提供を行う。

(4) 　県内各地に配置されている林業普及指導員等が、普及活動を通
じて、随時被害防止技術の情報提供を行った。

　県及び該当市町の事業実施計画等について専門家による検証
を行うとともに、必要に応じて部会に各市町の担当者をオブザー
バーとして招き、各市町の抱える問題等への助言機会の確保を図
る。

　部会及び検討・評価委員会を各1回開催し、県及び該当市町村
の事業実施計画等について検証を行った。

ツキノワグマを対象鳥獣とする12市町における計画の更新を支援
した。
（仙台市、気仙沼市、富谷市、蔵王町、七ヶ宿町、川崎町、丸森
町、山元町、松島町、大和町、大郷町、加美町）

地域の対策従事者や県・市町村担当者を対象とし、イノシシの生
態や効果的な被害対策に関する研修会を開催し、人材育成による
地域での対策推進を図った。（42名参加）
また、県・市町村担当者を対象とした農林水産省主催の研修に参
加を促し、被害対策に係る知識及び技術の取得を図った。（25名
参加）

　宮城県特定鳥獣保護管理計画検討・評価委員会ツキノワグマ部
会

　宮城県特定鳥獣保護管理計画検討・評価委員会ツキノワグマ部
会

　事業を円滑に実施するため「鳥獣被害防止特措法」に基づき、
市町村鳥獣被害防止計画の策定を支援する。
（計画作成済み市町村　クマ対象　22市町村）
　※　R4.4末時点

　農作物被害対策の指導を担う職員を育成し地域での対策を推進
する。

　管理事業及び管理計画の見直しの検討等を行うため、次の会議
を開催する。

森林所有者等に対し
引き続き、被害防止
技術等について情報
提供していく。

農山漁村なりわい課
適正な計画内容とな
るよう、引き続き計画
の作成及び変更を支
援する。

農山漁村なりわい課
各地域において効果
的な被害対策が推進
されるよう研修会を開
催するほか、引き続
き国主催の研修への
参加を促す。

自然保護課
　特定計画の実施状況
を検討・評価するため、
今後も継続して開催す
る。
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宮城県

１　被害防除対策 １　被害防除対策
(1) (1) 農山漁村なりわい課

(2) (2)

(3) (3) 自然保護課

(4) (4) 自然保護課

(5) (5) 自然保護課

(6) (6) 自然保護課

　錯誤捕獲の防止に向け、錯誤捕獲防止機能付き罠を用いた試
験実証事業を行うほか、市町村等を対象とした研修会を行う。

　緊急時の捕獲許可権限の移譲を希望し、かつ、体制の整ってい
る市町村へ許可権限移譲を進める。

Ｒ７計画

　市町村における被害防止体制整備への支援、指導を行う。

　被害防止資材設置に活用できる補助事業をホームページや各
種関連会議等で周知し、実施を支援する。

　出没位置及び人身被害の情報収集及びホームページでの情報
提供を行う。
　Googleマップを利用した出没位置の可視化を行う。
　県ホームページに隣接他県が出没位置を掲載しているページの
リンクを設置する。
　記者投げ込みによる出没注意報等の発令による注意喚起や、
SNS等を活用した、時期に応じたツキノワグマの生態情報等の発信
を行う。

　市町村等を介して、農林業者に対し電気柵設置や設置後の適
切な管理について指導を行う。
　市町村や地域住民が自ら行う出没抑制対策の実施に向け、指定
管理鳥獣捕獲等事業を活用し、集落点検によるリスク分析や、誘
引物の除去試験等の実証事業を行う。

　人の生活圏への出没抑制対策として、指定管理鳥獣捕獲等事
業を活用し、緩衝地帯における生息状況調査を行う。
　錯誤捕獲の防止に向け、錯誤捕獲防止機能付き罠を用いた試
験実証事業を行うほか、市町村等を対象とした研修会を行う。

　緊急時の捕獲許可権限の移譲を希望し、かつ、体制の整ってい
る市町村へ許可権限移譲を進める。
　通常時の捕獲許可権限について、許可権限移譲に関する検討
を行う。

備　　　　考

森林整備課

令和７年度ツキノワグマ管理事業実施計画計画（案）
※赤字はＲ６計画からの変更箇所

Ｒ６計画

　市町村における被害防止体制整備への支援、指導を行う。

　被害防止資材設置に活用できる補助事業をホームページや各
種関連会議等で周知し、実施を支援する。

　出没位置及び人身被害の情報収集及びホームページでの情報
提供を行う。
Googleマップを利用した出没位置の可視化を行う。

　市町村等を介し、農林業者に対し電気柵設置や設置後の適切
な管理について指導を行う。
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２　個体数管理 ２　個体数管理
(1) (1) 自然保護課

(2)

３　生息環境管理 ３　生息環境管理
(1) (1) 農山漁村なりわい課

(2) (2) 森林整備課

(3) (3) 自然保護課

　県内のツキノワグマ捕獲状況を毎月管理し、第四期宮城県ツキノ
ワグマ管理計画に基づく捕獲上限数（４７０頭）に達した場合や達
するおそれがある場合、個体数水準を維持するための狩猟自粛要
請について検討する。

　県内を５地域に区分し、そのうち１地域（気仙沼地域）についてカ
メラトラップによるツキノワグマの個体数推定を行うとともに、他の４
地域については過去の推定個体数、捕獲数と自然増加率から個
体数を算出し、県全体の個体数を推定する。

　県内のツキノワグマ捕獲状況を毎月管理し、第四期宮城県ツキノ
ワグマ管理計画に基づく捕獲上限数（４７０頭）に達した場合や達
するおそれがある場合、個体数水準を維持するための狩猟自粛要
請について検討する。

　針広混交林化や広葉樹林化など多様性に富む森林環境を醸成
する取組を支援するため、活用できる補助事業の周知及び実施を
支援する。

　生息環境の変化がツキノワグマに与える影響を把握するための
基礎資料として、樹木の結実状況等を林業技術総合センターや森
林管理署等の協力を得て調査し、結果を基に出没傾向の予測を
行う。

　針広混交林化や広葉樹林化など多様性に富む森林環境を醸成
する取組を支援するため、活用できる補助事業の周知及び実施を
支援する。

　生息環境の変化がツキノワグマに与える影響を把握するための
基礎資料として、樹木の結実状況等を林業技術総合センターや森
林管理署等の協力を得て調査し、結果を基に出没傾向の予測を
行う。

　農作物被害防止対策に関する研修会の開催等により、農地周辺
の環境整備を推進する。

　県内を５地域に区分し、そのうち１地域（加美町）についてカメラト
ラップによるツキノワグマの個体数推定を行うとともに、他の４地域
については過去の推定個体数、捕獲数と自然増加率から個体数
を算出し、県全体の個体数を推定する。

　農作物被害防止対策に関する研修会の開催等により、農地周辺
の環境整備を推進する。
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４　その他 ４　その他
(1) (1) 農山漁村なりわい課

(2) (2) 農山漁村なりわい課

(3) (3) 自然保護課

　ｲ 　ｲ

林業振興課

　事業を円滑に実施するため「鳥獣被害防止特措法」に基づき、
市町村鳥獣被害防止計画の策定を支援する。
（計画作成済み市町村　クマ対象　22市町村）
　※　R5.4末時点

　農作物被害対策の指導を担う職員を育成し地域での対策を推進
する。

　管理事業及び管理計画の見直しの検討等を行うため、次の会議
を開催する。
　宮城県特定鳥獣保護管理計画検討・評価委員会ツキノワグマ部
会

　県及び該当市町の事業実施計画等について専門家による検証
を行うとともに、必要に応じて部会に各市町の担当者をオブザー
バーとして招き、各市町の抱える問題等への助言機会の確保を図
る。

(4) 　森林所有者等に対しスギ等壮齢木の皮剥ぎ被害及びその対策
の情報提供を行う。

(4) 　森林所有者等に対し、スギ等壮齢木の皮剥ぎ被害やその対策に
ついて随時情報提供を行う。

　事業を円滑に実施するため「鳥獣被害防止特措法」に基づき、
市町村鳥獣被害防止計画の策定を支援する。
（計画作成済み市町村　クマ対象　23市町村）
　※　R6.4末時点

　農作物被害対策の指導を担う職員を育成し地域での対策を推進
する。

　管理事業及び管理計画の見直しの検討等を行うため、次の会議
を開催する。
　宮城県特定鳥獣保護管理計画検討・評価委員会ツキノワグマ部
会

　県及び該当市町の事業実施計画等について専門家による検証
を行うとともに、必要に応じて部会に各市町の担当者をオブザー
バーとして招き、各市町の抱える問題等への助言機会の確保を図
る。
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